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はじめに
農業の教育機能に関心が高まっている。なかでも酪農教育ファームに関しては、わが国

において農業の教育機能をいち早く制度化した取り組みとして、その先駆性が注目されて
きた。しかし、活動開始後10年が経過しているものの、その活動実態についての詳細な分
析は、これまで行われていない。
そこで、 中央酪農会議は2009年度に調査事業を企画し、筆者らがその委託を受け、酪

農教育ファーム活動の経済的自立化への展望を得ることを目的として、酪農教育ファーム認
証牧場を対象に、その活動実態を把握するアンケート調査を実施した。本稿では、その分
析結果から明らかとなった同活動と関連する経営的要因について紹介し、今後の酪農教育
ファームの体験サービスの経済的自立化に向けた支援課題を展望してみたい。

調査の目的と方法
酪農教育ファームの活動は、当初は酪農家のボランティアとして開始されたものの、現在

では、酪農の新たな社会的機能として、同活動を経済的に自立した部門として育成すること
が必要となってきている。本調査は、酪農教育ファームがボランティア段階から脱却の時期
にあるとの現状認識に基づき、実施された。
調査は、酪農教育ファームの活動状況、経営者意識、活動の課題、今後の方向性などの

点について、全酪農教育ファーム257件を対象とするアンケート調査を郵送法により実施し
た。実施期間は、2009年10月１日～12月31日で、回収率は79.4％（204件）であった。今後の
酪農教育ファーム活動の位置付けに関して、未定・不明、ボランティア、コスト回収のみと位
置付けている場合を「自立化指向なし」と規定し、マーケティングの一環、収益性を求める
場合を「自立化指向有り」と規定して分析した。

単純集計結果
現状の体験活動の位置付けは、多くの牧場でボランティアないしコスト回収のレベルにあ

るが、今後の位置付けでは自立化指向が高くなっている。料金徴収に関して、個別メニュ
ーでは、作業体験よりもバター・チーズ・アイスクリームづくりなどの酪農文化体験系で料金
水準と料金徴収率が高い。また、個別のメニューごとよりも、セットメニューでの体験サービ
ス提供の方が、より料金徴収が行われている。

クロス集計分析結果
統計的な検定結果から、以下の点が明らかとなった。
地域交流牧場全国連絡会（以下、交牧連）の会員であることが、自立化指向と統計的に高
い正の関連性を有しているが、地域別ごとの認証牧場数や交牧連会員数と自立化指向と
は有意な関連性は認められなかった。このことは、地域内のネットワークよりも、全国的
な牧場間の人的な交流のネットワークが大きな役割を果たしていることを示している。
受入実績は、認証牧場間で大きな差があり、自立化指向と関連していることが明らかとな
った。具体的には、受入回数11回以上、受入人数100人以上の牧場では、今後の展開に
対して積極的で自立化指向も統計的に有意に高いことが明らかとなった。
経営面積規模・飼養乳牛頭数規模・年間乳量などの経営規模を示す指標と、受入実績お
よび自立化指向との統計的な関連性は見られなかった。つまり、酪農教育ファームの活
動に関して酪農経営規模の経済性は存在しないといえる。

要因の解析
①開放型ネットワーク組織の意義と2つの組織の役割
上記の分析結果からは、牧場の属性よりもむしろ認証牧場間の人的な交流ネットワークの

機能の重要性が浮かび上がってきた。酪農教育ファーム認証牧場や交牧連のネットワークは、
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従来の集落型組織に見られるような閉鎖型のネットワーク組織と異なり、参入退出が自由な
開放型のネットワーク組織である。
交牧連は、参加する酪農家にとって交流型による新たな酪農の役割に関する視野を拡大

すること、交流型活動への長期的な見通しをもたらすことなど、概念的・理念的な点で酪農
教育ファームの認証制度を支える機能を果たしてきたと考える。これに対して、認証牧場の
組織は、メニューやノウハウなどの具体的な方法論の学習の場として機能している。こうし
た両者の補完関係が、体験サービスの市場形成の基盤を整備していると考えられるのであ
る。つまり、酪農教育ファーム活動の発展にとって、情報交換と社会的学習機能の点で開放
型のネットワーク組織が長所を有することが明らかとなった。

②経済的自立化の決定モデルの計測結果
自立化指向レベルを決定する要因とそれらの影響力の大きさを明らかにするため、その

決定モデルを計測した（順序ロジットモデル）。その結果から、自立化の指向を高める要因
として、受入実績101人以上、女性担当者、開放型ネットワーク組織（交牧連）のメンバーで
あること、受入れ地域の拡大指向を有すること、食との組合せ体験を実施していること、直
売の実施、旅行代理店の活用などの経営的要因が作用していることを明らかにした。

今後の支援施策に関する示唆
本調査の分析結果から、今後の酪農教育ファームに関する支援施策を考察すると以下の

ようになる。
酪農教育ファームの内容および受入実績は、多様化してきている。あくまでもボランティ
アとしての立場を維持しようとする経営者がいるのに対して、積極的に体験サービスの自
立化を指向する経営者もいる。しかし、自立化指向と経営規模との関連性はない。
酪農教育ファームが２つの開放型のネットワーク組織の相互補完関係で発展してきた点
を、統計的に明らかにした。ノウハウの習得のみならず、交牧連は、経営者の視野の拡
大や長期的な視点からの酪農の新たな役割に関する社会的学習の場を提供してきた点
で、酪農教育ファーム活動の基盤整備を果たしているという重要な意義が認められる。
この点が、わが国酪農教育ファームの特質であり、また長所であると考える。今後とも二
つの組織をともに発展させることが、酪農教育ファームの発展にとっても重要と考える。
受入人数が多いほど、自立化指向が高まることから、今後の需要増加に伴い自立化指向
はさらに強まることが予想されるため、そのための支援策を講じる必要があろう。
具体的な支援策としては、自立化指向が男性より強いことが判明した女性のファシリテイ
ター育成をより積極的に推進することや、男性についても特に若い世代に対して地域交
流牧場や認証牧場のネットワークを活用した研修などにより社会的学習の機会を提供す
ることが有益と考える。
集客力の高くない地域においては、個別単独メニューよりも、料金設定と料金賦課がし
やすい食との結びつきを強めたセットメニューなどの検討が必要と考える。つまり、従来
の作業体験中心から食文化を含めた酪農文化の教育機能について、今後の具体化を図
る必要があるといえる。
旅行代理店の活用の是非については、経営者の経営理念とも関わる点もあり、各牧場の
判断によるところが大きいと考えるものの、体験サービスに関するマーティング戦略につ
いて検討する必要があると考える。
最後に、重要な点は、体験サービスの有料化は即、観光牧場化を意味するわけではない
という点である。教育的機能という新たな社会的責任に応えるためには、酪農教育ファ
ーム活動の多様化を維持しつつも、その教育機能と経済的自立化とのバランスを図りつ
つ、両者の向上を図ることが必要不可欠である。

引用文献：中央酪農会議（2010）「酪農教育ファーム活動の経済的自立に関する調査研究報告書」
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